
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種 受験者数 合格者数

第二種電気工事士 ① 24 24

人 第一種電気工事士 ① 31 19
人 第三種電気主任技術者 ① 3 1

2級電気工事施工管理技術検定 ① 19 8
消防設備士甲種第4類 ① 26 6

％
■卒業者に占める就職者の割合

％

（令和 4

1 名 1.6 ％

広島工業大学専門学校 昭和59年1月14日 坂　本　眞　平
〒733-8533
広島県広島市西区福島町２－１－１

（電話） 082-295-5111

（別紙様式４）

令和５年７月31日※１
（前回公表年月日：令和4年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人鶴学園 昭和32年11月27日 鶴　　　　　　衛
〒731-5193
広島県広島市佐伯区三宅２－１－１

（電話）

工業 工業専門課程 電気工学科
平成19年文部科学省

告示第20号
－

学科の目的 企業における即戦力となる人材を育成するために、座学および実習科目を通じて電気に関するものづくり、保安などを担う学生を養成する。

082-921-3121
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

0 0
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
2,176 960 0 1,408

学期制度
■前期：４月１日～９月３０日
■後期：１０月１日～翌年３月３１日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
定期試験・課題・小テストや、授業態度、また出席状況等を総合的に判定
し、科目担当教員が評価。

80 64人 0人 3人 9人 12人

長期休み

■学年始：４月４日
■夏　 季：７月２３日～８月３１日
■冬　 季：１２月２３日～翌年１月７日
■学年末：３月１８日～４月３日

卒業・進級
条件

卒業条件は、学科の定める卒業認定単位数を満たしていること。進級条
件は、出席率80％以上、必須科目の単位の取得を原則とし、学科判定会
議、学校全体の認定会議で審議。

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応 学友会、体育祭実行委員会、専門祭実行委員会、地域ボランティア清

掃、広島市グリーンパートナー、みちのく未来基金募金活動等。出席率不良（80％未満）学生について、個別の状況把握に努め早期対応を
行う。長期欠席者に対しては学科長、校長等が本人に対して保護者を交え
て生活指導・進路指導を行う。

■サークル活動： 有

中国計器工業㈱、浅海電気㈱、㈱電力ｻﾎﾟｰﾄ中国、旭日電気工業
㈱、㈱NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ、㈱中電工、下花建設㈱、三菱電機プラント
㈱等

（令和４年度卒業者に関する令和５年5月1日時点の情報）

： 91
■その他
広島工業大学編入学　2名
専門学校入学　1名

年度卒業者に関する

■就職者数
：

30 人

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

■自由記述欄
企業からの取得ニーズの高い「第一種電気工事士」及び「2
級電気工事施工管理技士第一次検定」を重点的に取得指
導を行っている。

令和4年4月1日時点において、在学者64名（令和4年4月1日入学者を含む）
令和5年3月31日時点において、在学者63名（令和5年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由
（例）学校生活への不適合・経済的問題・進路変更等
進路変更（分野変更）

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
http://www.hitp.ac.jp/

■就職率　　　　　　　　　： 100

令和4年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
学生向け就職ガイダンス、生き方講座SPI・面接指導、過去入社試験報告
書情報提供　等

■卒業者数 33
■就職希望者数 30

■主な就職先、業界等（令和３年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意
し、それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留
年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
主にチューターが相談窓口となり、学科長、校長等が本人に対して保護者を交えて進路指導を行い、中退防止に努めている。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
※有の場合、制度内容を記入

広島工業大学専門学校同窓会奨学金（給付型・年額6万円）

■専門実践教育訓練給付：　　　　　非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）



種別

③

③

③

（年間の開催数及び開催時期）

第１回　令和４年　６月　８日　１５：００～１７：００　（オンライン会議）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

・ﾌﾟﾚｾﾞﾝ大会についてわかりやすい発表であった。
・太陽光発電の問題点等視野を広げて広く見ている。良い発
表であった。

企業関係者委員 令和5年3月31日現在

・令和3年２月１７日（木）にアステールプラザで開催されたプレゼン大会で電気工学科は『太
陽光発電の新たな形　　～ソーラーシェアリングの設計・施工～　』を発表した。
委員会の席上で当日のビデオを委員の方に視聴頂いた。
・今後とも電気関連に対する学生の視点を上げることのできるテーマに取り組んでゆきたい。

委員会等の意見 学科の対応

・ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ参加率１００％超えは良好。
・卒業前に中電工での安全体感教育を計画されているが、大
変有用と思われる。
現地工事における安全対策の必要性について、しっかりと体
感させ社会に出してほしい。

・今は短期（１～2日程度）の期間が主流であるが、学生にとって具体的に会社を見て雰囲気
を自らの肌で感じられ、多くのことを考える起点になっており非常に有用と考える。
・建設分野に進みたい学生が多く、施工管理技士検定受験勉強を含め安全関連項目の授業
を行っているが、現場実態は教科書のみでは分かりにくい。現場で実際に現物を触っての体
験は非常に効果的と思われる。今後も継続したい。

委員

名　前 所　　　属 任期

一般財団法人中国電気保安協会豊　島　義　信

第２回　令和５年　２月　８日　１５：００～１７：００　（オンライン会議）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

松　永　和　幸 株式会社電力サポート中国
令和3年4月1日～令和5年
3月31日（２年）

令和3年4月1日～令和5年
3月31日（２年）佐々木　隆　雄 満長建設工業株式会社

　　年2回　6月、翌年2月

（開催日時（実績））

令和3年4月1日～令和5年
3月31日（２年）

三　田　弘　幸 電気工学科学科長 委員

松　前　信　行 電気工学科教員 委員

永　田　知　明 電気工学科教員 委員

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基
本方針

電気業界の現場で、リーダーの素質を持った中堅技術者を育成するため、企業等と連携し、教育課程編成委員会を開催する。人材の専門性に関する動向及び
業界で求められる専門知識・技術・資格等について意見や提言等を承り、学科のカリキュラム編成や授業内容・方法等の改善に反映させる。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

企業・業界団体等と連携し、各課程及び学科における技術者育成のための実践的な職業教育の充実と、教育の質の保証・向上及び教員の資
質・指導力向上等を図ることを目的に、広島工業大学専門学校学則第50条により産学連携協議会を設置し、その中に、教育課程編成委員会を
置く。
当該委員会では、以下の事項を審議し、審議結果は教育部長及び各学科長が中心になって教育課程を見直す。
①教育課程の編成及び実施
②教育計画に関する事項
③教材の開発等

学校関係者委員 令和5年3月31日現在
名　前 役職・所属 職責等

坂　本　眞　平 校長 教育課程編成委員会責任者

瀧　口　啓　倫 教頭 委員

竹　田　　　睦 教育部長



３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

送・配電工学

教員が、当学科における急速に変化する経済社会のイノベーションに対応できるよう、専門的な知識や技術・技能を高め、また、学生に対する指
導力等の向上を図るため、教育課程編成委員会及び学校関係者評価委員会での審議を通じて示された意見や情報等を十分に把握した上で以
下の研修等を計画・実施し、それに参加することで教育活動の充実に努めることを基本方針とする。教員の資質・指導力向上等については、「広
島工業大学専門学校教員研修に関する内規」に基づき、専門能力向上および指導力向上を図るための研修を行うこととしている。
①企業が開催する研修会
②協会主催学術講演会・講習会・研修会
③業界団体主催の研修会

電気工事実習Ⅱ
光ｹｰﾌﾞﾙの機能や現状に関する講義及び融着接続の実習により接続
損失原因について、施工会社の講師より講義を受けその課題を勉強
する機会を得た。

下花建設工業

（２）研修等の実績

電力ｹｰﾌﾞﾙの概要や地中埋設ｹｰﾌﾞﾙの施工法・技術的課題に関して
施工会社の講師より講義を受け施工仮技術も合わせ習得した。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

配電配線技術のノウハウの革新は近年目覚ましいものがある。
これrの技術を知識として習得する機会をそのトップメーカの技術者の指導を受ける機会を積極的に設けている。
例として都市の美観化及び配電ネットワークの信頼性向上のため電力ケーブルの地中化が推進されている。
これらに伴う最新技術を習得させる。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

教員
防府バイオマス石炭混焼発
電所見学

（公社）日本
電気技術者協
会
中国支部

令和4年8月27日

【研修目的・概要】
・バイオマスによる温室効果ガス排出カーボンニュートラルによる抑制効果状
況
・冷却塔循環冷却方式を採用による温排水の排出防止状況
【講師】
エア・ウォーター＆エネルギアパワー山口株式会社技術者

教員 ＥＶ充電設備研修会

パナソニック
（㈱）
㈱高野電気商
会

令和4年11月24日

【研修目的・概要】
学習成果プレゼン大会の準備としてＥＶ発電設備の実際について理解を深める
【講師】
メーカ技術者、施工技術者

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

電気工事士として、電気工事現場での実務作業をするために必要となる専門的知識や技術・技能を学生に習得させるため、専門性で特化してい
る電気工事関連会社を選定し、当該企業の技術者を講師とする実践的な授業を展開することとする。また、同時に実習における学習成果等に対
して評価を行う体制を学校と連携して取ることが可能な企業であることとしている。

対象 研　修　名　称 主　催 研修期間 研 修 内 容

①専攻分野における実務に関する研修等

満長建設工業株式会社

教員
第7回若年者ものづくり
競技大会（電気工事）の
事前準備と競技の見学

厚生労働省
中央職業能力
開発協会

令和4年7月27
日
28日

【研修目的・概要】
電気工事実習の指導法のお理解を深め本校実習場にて競技課題を完成させ
作品展示・実習に活用する。
【講師】
競技委員、技能5輪経験者

教員
電気主任技術者
技術研修会

（公社）日本
電気技術者協
会
中国支部

令和4年8月29日

【研修目的・概要】
電力関連の最近の動向を習得し施設管理等の授業に活用
最近の電気保安行政・電気事故概要・新技術事例
【講師】
中国史工産業保安監督部
一般財団法人　中国電気保安協会
富士電機株式会社



②指導力の修得・向上のための研修等

対象 研　修　名　称 主　催 研修時期 研修目的・概要

教員
思春期・青年期の心理的問
題(仮題)

広島工業大学
専門学校

令和5年8月23日

【研修目的・概要】思春期の子供たちの心の理解について研修に参加する。誰
もが様々な変化を体験し通過していく時期である思春期の心理的問題について
理解を深め、学生指導の支援につなげる。
【講師】谷山　活秀　先生
【対象科目】学校業務全般　生き方講座

教員
インターンシップの参加促
進に係る研修会

広島工業大学
専門学校

令和5年

【研修目的・概要】職業観の育成が主であったインターンシップが就職活動の
一環としての位置付けへ変化している。今後のインターンシップは、どのよう
なニーズのもとでどのような形態で実施されていくのか、現状を把握するとと
もに、参加推進に取り組める環境を構築する為、研修会に参加する。
【対象科目】生き方講座　就職活動

②指導力の修得・向上のための研修等

対象 研　修　名　称 主　催 研修期間 研 修 内 容

教員
夏季教職員研修会
～インターンシップの参加
促進に係る研修会～

広島工業大学
専門学校

令和4年8月18日

【研修目的・概要】職業観の育成が主であったインターンシップもここ数年で
就職活動の一環としての位置付けへ企業の考え方が移行してきている。今後の
インターンシップの形態について、官学で情報を共有し推進にあたる。
【講師】
広島県商工労働局雇用労働政策課　雇用促進グループリーダー　平野　恵子
【対象科目】授業全般　就職指導

教員 普通救命講習
広島市救急教
育センター

令和4年8月18日

【研修目的・概要】学生の命を守るため、緊急時に備え、心肺蘇生法やAED(自
動体外式除細動器)の使用方法、止血方法など応急手当の知識・技術を学ぶ機会
とする為、講習会に参加した。
【講師】消防署　救急隊員
【対象科目】学校業務全般　生き方講座

教員
職業実践専門課程の充実に
向けた自己点検・評価に関
するセミナー

一般財団法人
職業教育キャ
リア教育財団
評価・認証事
業運営委員

令和4年10月7日

【研修目的・概要】専修学校の質保証・向上を目的に、各校が主体性をもって
進める活動を支援・促進する為、自己点検・評価標準モデルの開発及び第三者
評価スタンダード認証モデルの開発が進められている。本モデルに関し情報を
得て、今後の評価体制の整備に資する為、参加した。
【講師】JAMOTE認証サービス株式会社　代表取締役社長　八木　信幸
【対象科目】学校業務全般

教員

令和4年度広島県私立学校振
興大会・研修会
「こんなときどうする？私
立学校に求められるトラブ
ル対応の知恵」

公益社団法人
広島県専修学
校各種学校連

盟他

令和4年11月2日

【研修目的・概要】近年のコロナ禍におけるトラブル事例をはじめ、保護者と
学校との関係など、弁護士の観点から学校で起こり得る問題について、分かり
やすい事例紹介とともにその対応方法について講演が行われた。今後の学校運
営や学生指導に活かしていく。
【講師】弁護士　堀切　忠和（東京弁護士会所属）
【対象科目】学校業務全般

教員
電気主任技術者
技術研修会

（公社）日本
電気技術者協
会
中国支部

令和5年

【研修目的・概要】
電力関連の最近の動向を習得し施設管理等の授業に活用
最近の電気保安行政・電気事故概要・新技術事例
【講師】
中国史工産業保安監督部
一般財団法人　中国電気保安協会　他

教員
情報セキュリティ研修
（オンライン）

鶴学園
令和5年

1月17日～
1月31日

【研修目的・概要】組織（学校）における情報セキュリティの重要性と仕組み
などを十分理解し、日常業務などにおいても常に実践できるようにする
【講師】株式会社ネットスクエア　　村上　賢二
【対象科目】学校業務全般　生き方講座

（３）研修等の計画

①専攻分野における実務に関する研修等

対象 研　修　名　称 主　催 研修時期 研修目的・概要



本年度初の試みとして、情報系学生によるプログラミング教室を実施した。廿日市・
観音の公民館と協力し立ち上げたイベントで、学生が主体となって企画・運営を実施
した地域連携イベントである。参加者の反応は好評であった。学生が取得した技術を
もって小学生等へ伝承する機会となり、コミュニケーション能力や納期等、社会人基
礎力の育成に大いに効果があった。引き続き、地域と連携したイベントの企画を検討
していく。

企業連携授業の発表（プレゼン大会）は、各学科ともと
ても良い内容であった。特に電気工学科のEVに関する
発表は、問題点も良く理解されておりインパクトがあっ
た。当社の企画会議より良いのではとも感じた。環境問
題は、これからの社会では欠かせない問題であり、CO2
排出一つとっても、燃焼から廃油処理まであらゆる分野
に影響している。学生時代にこうした意識がある事は大
変良いことである。（第2回委員会より）

本校は各学科で、企業と連携した授業を開講している。その成果発表の場として、年
度末に全校学生が参加するプレゼン大会を実施している。毎年、各学科が興味深い
テーマで発表を行っているが、本年度の電気工学科では、電気自動車（EV）の充電
に着目し、環境問題をテーマに発表がなされた。委員のご意見にもあるように、これ
からは環境問題を意識したものづくりが必要であり、SDGｓの観点を理解した技術者
育成ができるよう共有を図っていく。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

学校関係者委員 令和5年3月31日現在

（７）学生の受入れ募集
教育環境（６）教育環境

（８）財務 財務
（９）法令等の遵守

※（１０）及び（１１）については任意記載。

評価結果並びに改善事項は、教職員全員で共有するとともに、各課程及び学科における具体的対応の検討結果を教育課程編成委員会に反映
させることで、次年度の教育課程のその他学校運営の改善に活用し、技術者育成のための実践的な職業教育の充実と、教育の質の保証・向上
及び教員の資質・指導力向上等を図る。

情報系学科が取組んでいる地域連携型イベント（プログ
ラミング教室）は、非常に良い取組みである。新しい取
組みや外部との関係を持ちベンチマークを行う事は、大
切であり成長に繋がる。特に近年の技能伝承問題に対
しても有効である。また、日頃から地域との関係を大切
にされていることがこうしたイベントへと繋がっていると
感じる。引続き取組んで欲しい。（第1回委員会より）

企業・業界団体・学校関係者・卒業生等の委員で構成される学校関係者評価委員会を構成し、自己評価報告書を基に教育目標に沿った人材育
成や学校運営等の教育活動を評価することで、各課程及び学科における教育への取り組みの改善等を促進し、教育の質の保証・向上並びに教
員の資質・指導力向上等を図る。
当該委員会では以下の事項について評価・助言を求める。
①自己評価の内容
②自己評価の結果に基づく今後の改善方向
③学校運営に向けた取り組み
④重点的教育の取り組み内容

学修成果

法令等の遵守
社会貢献・地域貢献（１０）社会貢献・地域貢献

学生の受入れ募集

学生支援（５）学生支援

教育活動

（１）教育理念・目標 教育理念・目標・育成人材像

職責等

校長 学校関係者評価委員会委員長

竹　田　　　睦 教育部長

委員

名　前 役職・所属

坂　本　眞　平

委員

（４）学修成果
（３）教育活動

学校運営

国際交流

（３）学校関係者評価結果の活用状況

（２）学校運営

学校が設定する評価項目ガイドラインの評価項目

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

瀧　口　啓　倫 教頭

活用状況学校関係者評価の意見等

（１１）国際交流

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針



種別

高校

業界団体

業界団体

企業

企業
地域

卒業生

就職案内パンフレット 3月以降送付（求人企業向け）

職業実践専門課程に関する情報は、各種メディアおよび学校行事等を通じて提供しています。

2月（職業実践連携企業、内定先企業、高等学校、保護者、新入学生等に広く案内）

（６）学生の生活支援 学生の生活支援

（１０）国際連携の状況

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）情報提供方法

その他

学校案内パンフレット 4月以降配布（入学希望者向け）

学校評価

（７）学生納付金・修学支援 学生納付金・修学支援

学習プレゼン大会（学校行事）の開催

URL:　http://www.hitp.ac.jp/ 随時更新（職業実践専門課程認定に伴う更新　7月、12月）

（８）学校の財務 学校の財務

（９）学校評価

所　　　属 任期

キャリア教育・実践的職業教育

（５）様々な教育活動・教育環境 様々な教育活動・教育環境

名　前

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

URL:　http://www.hitp.ac.jp/

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

大　畠　晋　也 広島工業大学専門学校同窓会
令和3年4月1日～令和5年3月
31日（２年）

山　口　健　治 学校法人鶴学園　広島工業大学高等学校
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（２年）

宮　内　秀　実 河井建設工業株式会社
令和3年4月1日～令和5年3月
31日（２年）

企業関係者委員 令和5年3月31日現在

松　尾　達　憲 一般社団法人 広島県情報産業協会
令和4年4月1日～令和6年3月
31日（２年）

吉　川　　　滋 公益財団法人 日本照明家協会中国支部
令和3年4月1日～令和5年3月
31日（２年）

（２）各学科等の教育 各学科等の教育

（３）教職員 教職員

ホームページ　毎年9月末

（１）学校の概要、目標及び計画 学校の概要、目標及び計画

国際連携の状況

（１１）その他

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

教育活動及び学校運営の状況とそれらの自己評価報告書を、学校関係者評価委員会並びに教育課程編成委員会の企業・関係業界・学術機関
の委員に配布・公開し意見を求めることで、理解と助言を求め、もって教育の質保証・向上を図ることを基本方針としている。併せて、関係事項を
ホームページだけでなく、学生募集関係文書、採用案内関係文書等で広く公開し、積極的な情報提供を行っている。

田　中　康　平 テンパール工業株式会社
令和3年4月1日～令和5年3月
31日（２年）

ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（４）キャリア教育・実践的職業教育
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○ 生き方講座Ⅰ

学生生活を充実するための基礎学力の向上、将来
の人生観及び職業観の育成する。社会に出て、仕
事をやっていく上での一般教養及び一般常識を学
び、理解すると同時に、文書作成方法、ビジネス
マナーなどを身につける。

1
前

32 1 ○ 〇 〇

○ 生き方講座Ⅱ

学生生活を充実するための基礎学力の向上、将来
の人生観及び職業観の育成する。社会に出て、仕
事をやっていく上での一般教養及び一般常識を学
び、理解すると同時に、文書作成方法、ビジネス
マナーなどを身につける。

1
後

32 1 ○ 〇 〇

○ 生き方講座Ⅲ

学生生活を充実するための基礎学力の向上、将来
の人生観及び職業観の育成する。社会に出て、仕
事をやっていく上での一般教養及び一般常識を学
び、理解すると同時に、文書作成方法、ビジネス
マナーなどを身につける。

2
前

32 1 ○ 〇 〇

○ 生き方講座Ⅳ

学生生活を充実するための基礎学力の向上、将来
の人生観及び職業観の育成する。社会に出て、仕
事をやっていく上での一般教養及び一般常識を学
び、理解すると同時に、文書作成方法、ビジネス
マナーなどを身につける。

2
後

32 1 ○ 〇 〇

○ 文章技術
明快で論理的な「レポート」「実習報告書」等の
作成能力を育成すると共に，論理的な思考を養
う。

1
後

32 2 ○ 〇 〇

　
○

情報技術Ⅱ

表計算ソフトを利用し、様々な場面を想定した問
題解決方法を身につける。検定試験にも積極的に
取り組み、技術向上を図る。Excel関数の基礎知識
を習得し、社会にでてあらゆる分野で必要と思わ
れる表操作の活用能力を高める。

2
後

32 1 ○ 〇 〇

○ 情報技術Ⅰ

コンピュータを利用した文書作成能力を身につけ
る。検定試験にも積極的に取り組み、技術向上を
図る。Wordの基礎知識を学習して、文章作成、案
内状の作成、図形・描画の挿入、はがきの作成と
印刷等の日常の作業で必要なスキルを習得する。

2
前

32 1 ○ 〇 〇

○ 電気磁気学Ⅰ

電気工学の根幹を構成する理論を学習するために
は重要な学問である。電気現象と磁気現象の本質
について学習することにより、電気回路、電子回
路、電気機器、発電、送電、配電工学などを理解
する基礎能力を養う。

1
前

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気磁気学Ⅱ

電気磁気学は、電気工学の根幹を構成する理論を
学習するためには重要な学問である。電気現象と
磁気現象の本質について学習することにより、電
気回路、電子回路、電気機器、発電、送電、配電
工学などを理解する基礎能力を養う。

1
後

32 2 ○ 〇 〇

授業科目等の概要

（工業専門課程電気工学科）令和４年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
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○ 電気回路Ⅰ

電気回路理論は、電気磁気学と同様に電気工学を
理解するために必要な基礎理論である。直流回路
について学習した後、交流回路の定理や計算方法
について学習し、電気計測や機器など電気工学の
全分野を理解するための基礎能力を身につける。

1
前

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気回路Ⅱ

電気回路理論は、電気磁気学と同様に電気工学を
理解するために必要な基礎理論である。直流回路
について学習した後、交流回路の定理や計算方法
について学習し、電気計測や機器など電気工学の
全分野を理解するための基礎能力を身につける。

1
後

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気回路Ⅲ

１年次の電気回路の学習に引き続いて、２年次で
は交流回路の基本的解析手法を三相交流に適用し
て学習する。さらに、回路網の解析手法について
学ぶと共に、ひずみ波交流、過渡現象、分布定数
回路等についても学習する。

2
前

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気回路Ⅳ

１年次の電気回路の学習に引き続いて、２年次で
は交流回路の基本的解析手法を三相交流に適用し
て学習する。さらに、回路網の解析手法について
学ぶと共に、ひずみ波交流、過渡現象、分布定数
回路等についても学習する。

2
後

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気計測

電気計測の理論と電気計測機器は、さまざまな分
野で広く応用されている。ここでは、計測機器の
動作原理および応用について学習した後、デジタ
ル技術を応用した計測機器および実務の計測技術
についても学習し、電気実験などで測定技術を向
上させる基礎能力を身につける。

2
後

32 2 ○ 〇 〇

○ 電子回路
最近の電気機器は至る所に電子技術が利用されて
いる。それらに対応すべく、技術を身につけるた
めに学習する。

2
前

32 2 ○ 〇 〇

○ 発・変電工学

発電は従来より水力・火力・原子力発電が主流で
あったが、最近では太陽光発電や風力発電等の新
しい発電が注目されている。これらの方式につい
て学ぶと共に、変電設備についても学習する。

2
前

32 2 ○ 〇 〇 〇

○ 送・配電工学

送電の領域は、発電所から最後の配電用変電所に
至るまでの線路である。電力はすべての産業の基
幹となるものであり、大量の電力の送電が、事故
により停止する事態が生じると、このために生じ
る災害は計り知れないものがあり、被害は甚大で
ある。また配電は線路や施設物が我々の身近かに
あるので、人畜に対する保安,危険防止ということ
が大切である。このため配電事業は電気設備技術
基準なる法規によって、取り締まりを受けてい
る。送・配電工学では、安全に良質の電気を送配
するための技術を学習する。

1
後

32 2 ○ 〇 〇 〇

○ 電気法規Ⅰ

我々が日頃使用している電気を安全に使用できる
のは、電気の法規の恩恵にあずかっているところ
が大きい。電気を安全に使用するために電気法規
について学ぶ。

1
後

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気法規Ⅱ

我々が日頃使用している電気を安全に使用できる
のは、電気の法規の恩恵にあずかっているところ
が大きい。電気を安全に使用するために電気法規
について学ぶ。

2
前

32 2 ○ 〇 〇



○ 電気施設管理

電気を消費する側及び供給する側にとっては、安
全が第一である。発電所から末端の需要家に至る
まで、どのような安全対策と保護装置が用いられ
ているのかについて学習する。

2
後

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気材料

電気材料を作るには、多くの種類の電気材料を合
理的に使用して、性能が優秀かつ経済的で寿命の
長い装置を製作することが求められる。そのため
に電気材料の特徴を理解すると共に、どの材料を
使用するのが適切かの判断ができる能力を修得す
る。

1
前

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気機器Ⅰ

電気エネルギーを他のエネルギー（例えば、機械
エネルギー、熱エネルギー）等へ変換する能力を
持つ装置（電気機器）について学ぶ。各種の電気
機器について、原理、構造、特性、運転、試験方
法などを学習し、電気機器を適切に選定して効果
的に利用する能力を身につける。

1
前

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気機器Ⅱ

運動エネルギーや他のエネルギー等を電気エネル
ギーへ変換する能力を持つ装置（電気機器）につ
いて学ぶ。各種の電気機器について、原理、構
造、特性、運転、試験方法などを学習し、電気機
器を適切に選定して効果的に利用する能力を身に
つける。

1
後

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気機器Ⅲ

発電所、工場など、さまざまな場所で利用されて
いる電気機器について学ぶ。各種の電気機器につ
いて，原理，構造，特性，運転，試験方法などを
学習し，電気機器を適切に選定して効果的に利用
する能力を身につける。

2
前

32 2 ○ 〇 〇

○
パワーエレク
トロニクス

現在では電力用ダイオード、サイリスタ、GTO、
IGBTなどのパワーデバイスがめざましい進歩を遂
げ、電力の変換、制御を応用したパワーエレクト
ロニクスの分野は格段に広がっている。例をあげ
れば、エアコン、蛍光灯からソーラー発電、ロ
ボットそして新幹線、リニアモータカーなどがあ
る。これらに対応できる技術を身につけるべく、
パワーエレクトロニクスについて学習する。

2
前

32 2 ○ 〇 〇

○ 自動制御

自動制御はスイッチ、リレー、タイマーなどを用
いたシーケンス制御の基本回路について学習した
後、モーターのシーケンス制御回路、カウンター
回路、空気圧制御回路などのシーケンス制御回路
の設計について学習する。その後で、フィード
バック制御を中心にして、フィードバック制御の
基本構成と基本要素、周波数応答法と過渡応答
法、ブロック線図と伝達関数、制御系の安定性と
評価などについて学習する。

2
前

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気応用
電力応用の照明及び電熱について、電気エネル
ギーから光熱エネルギーへの変換の基礎を学習
し、その計算能力を身につける。

2
後

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気基礎実験

電気に関する基礎的な実験を通して電気の理論と
法則を理解し、その応用である各種の電気機器と
電子機器について、原理、構造、特性、運転、試
験方法などを理解すると同時に、関連する測定器
の使用方法と測定技術を修得する。また、各テー
マについてレポートを作成することにより技術的
表現方法を修得する。

1
前

64 2 ○ 〇 〇 〇



○ 電気応用実験

電気に関する実験を通して電気の理論と法則を理
解し、その応用である各種の電気機器と電子機器
について、原理、構造、特性、運転、試験方法な
どを理解すると同時に、関連する測定器の使用方
法と測定技術を修得する。また、各テーマについ
てレポートを作成することにより技術的表現方法
を修得する。

1
後

64 2 ○ 〇 〇 〇

○
電気工事実習
Ⅰ

電気工事に必要な工具の使用方法と安全作業につ
いて学習し、電線の接続方法を修得した後、各自
がさまざまな低圧屋内配線工事を施工できる能力
を身につける。

1
前

192 6 ○ 〇 〇 〇

○
電気工事実習
Ⅱ

電気工事に必要な工具の使用方法と安全作業につ
いて学習し、電線の接続方法を修得した後、各自
がさまざまな低圧屋内配線工事を施工できる能力
を身につける。

1
後

192 6 ○ 〇 〇 〇 〇

○
電気工事実習
Ⅲ

電気工事に必要な工具の使用方法と安全作業につ
いて学習し、電線の接続方法を修得した後、各自
がさまざまな低圧屋内配線工事を施工できる能力
を身につける。

2
前

192 6 ○ 〇 〇 〇 〇

○
電気工事実習
Ⅳ

電気工事に必要な工具の使用方法と安全作業につ
いて学習し、電線の接続方法を修得した後、各自
がさまざまな低圧屋内配線工事を施工できる能力
を身につける。

2
後

192 6 ○ 〇 〇 〇

○ 電気実習

以下のシーケンス制御関連知識を付与する。
・電子制御技術（Tr.IC.ダイオード等）
・コンピューター制御
・センサ技術
・通信制御技術

2
前

64 2 ○ 〇 〇 〇

〇 電気実習

以下のシーケンス制御関連知識を付与する。
・リレーシーケンス制御
・コンピューター制御
・ロボットプログラミング
・センサ技術
・通信制御技術

2
後

64 2 ○ 〇 〇 〇

○
電気ＣＡＤ製
図

電気設備設計図はＣＡＤ製図化が進み、公式の図
面はＣＡＤ製図が一般的である。そのため、実社
会で即戦力になるＣＡＤ技術の修得を目指す。

2
後

64 2 ○ 〇 〇

○
電気工事施工
法Ⅰ

低圧屋内配線工事の施工については、電気設備技
術基準が電気工事の基本となるので、主な条項は
関連条項を含めて学習し、電気工事実習などの関
連科目で施工技術を向上させるための基礎能力を
身につける。

1
前

32 2 ○ 〇 〇

○
電気工事施工
法Ⅱ

低圧屋内配線工事の施工については、電気設備技
術基準が電気工事の基本となるので、主な条項は
関連条項を含めて学習し、電気工事実習などの関
連科目で施工技術を向上させるための基礎能力を
身につける。

1
後

32 2 ○ 〇 〇



○
電気工事施工
法Ⅲ

低圧屋内配線工事の施工については、電気設備技
術基準が電気工事の基本となるので、主な条項は
関連条項を含めて学習し、電気工事実習などの関
連科目で施工技術を向上させるための基礎能力を
身につける。

2
後

32 2 ○ 〇 〇

○
配電・配線設
計

電気エネルギーは、現代社会の生活、生産、娯
楽、スポーツ等、あらゆる分野で欠かせないエネ
ルギー源であり、その役割は非常に重要なものと
なっている。電気は、便利でクリーンなエネル
ギーであるが、その扱いを誤ると感電・火災等の
危険性があるため、安全性を十分考慮した設計を
することが大切である。設計を行うには、電気設
備技術基準や、設計・施工・維持・検査の規範と
して定められた内線規程を十分理解する必要があ
る。以上の観点を考慮しつつ学習してゆく。

1
前

32 2 ○ 〇 〇

○ 電気製図Ⅰ

・設計図はその「設計意図・内容」をわかりやす
く表現したものであり、要望事項や法的な規制な
どを正しく表現するために、 「電灯コンセント
配線図」と「技術計算」より「図面をまとめる
力」の習得をめざす。

1
前

32 2 〇 〇 〇

○ 電気製図Ⅱ

電気設計図・特記仕様書（指示書）をもとに必要
な部材（長さ・数量・個数等）や施工単価・人件
費を計算して工事原価を算出して見積作成を行
う。

1
後

32 2 〇 〇 〇

○ 電気基礎数学

実際に電気でつかっている具体的な計算をしなが
ら
多くの公式の意味を理解しながら変形や組合せる
方法を学習する。
交流に特に必要な三角関数やベクトルについても
学習し交流の計算に便利な複素数についても少し
ふれる。

1
前

32 2 ○ 〇 〇

○
電験対策講座
Ⅰ

オームの法則、キルヒホッフの法則、交流計算、
ベクトル図、三相回路計算、電力測定、コンデン
サー計算等を学ぶ。第三種電気主任技術者試験の
基礎固めの学習をする。

1
前

32 2 ○ 〇 〇

○
電験対策講座
Ⅱ

磁気の性質について学び、電磁誘導とインダクタ
ンスを理解する。また、電気計測の基礎について
学び、半導体と増幅回路を学習する。電力では主
に水力発電について学ぶ。第三種電気主任技術者
試験の基礎固めの学習をする。

1
後

32 2 ○ 〇 〇

○
電験対策講座
Ⅲ

汽力発電と原子力発電について学ぶ。また、新し
い発電方式についても学ぶ。さらに、変電と送電
を学習する。第三種電気主任技術者試験の応用問
題の学習をする。

2
前

32 2 ○ 〇 〇

○
電験対策講座
Ⅳ

交流機と直流機の回転機器の原理と構造、変圧器
の構造と取り扱い、パワーエレクトロニクスにつ
いて学ぶ。第三種電気主任技術者試験の応用問題
の学習をする。

1
後

32 2 ○ 〇 〇

○
イ ン タ ー ン
シップ

企業に出向いて、電気工事、電気設備の保守点
検、電気機器の製造などの実践的な実習を行う。

1
後

64 2 ○ 〇 〇 ○ ○

　　４９科目合計 2,368単位時間(108単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分 2期
１学期の授業期間 16週

（留意事項）


